
グラフで見る
東京の労働安全衛生
平成27年

東京労働局 労働基準部
ホームページ　http://tokyo-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp



　平成27年度は第12次東京労働局労働災害防止計画（平成25年度～29年度）の３年
度目（３rd Stage）です。
　平成26年は死傷災害が前年と比べて僅かに増加し、第12次東京労働局労働災害防止
計画の目標達成が危ぶまれるところですが、“Safe Work TOKYO”をキャッチフレー
ズとして、労働災害の減少傾向を確実なものとすべく「安全・安心な首都東京の実現」
に向け「官民一体」となった取組を推進いたします。
第12次東京労働局労働災害防止計画

【基本目標】
①死亡災害… …………………… 過去最少の53人を下回る
②休業４日以上の死傷災害……… 8,000人を下回る

【小目標】
①建設業における死亡災害……… 過去最少の20人を下回る
②行動災害による死傷災害……… 死傷災害全体に占める割合の減少
③第三次産業における取組……… 重点対象業種のすべての事業場における経営トップによる
	 安全衛生方針の表明
④メンタルヘルスへの取組……… 安全衛生管理体制の構築が必要なすべての事業場で
	 対策に取り組む
⑤熱中症による死傷災害………… 計画期間中の合計値を第11次労働災害防止計画期間中と

比較して20％以上減少
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　　　※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするものを除いた数
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（年）

<資料>死傷者数は平成14年までは労災保険給付データ、平成15年以降は労働者死傷病報告
　　　　 死亡者数は死亡災害データ
　　　※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（死亡5、死傷55）を含んだ数
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1 労働災害による死傷者数の推移（休業4日以上）

　東京の労働災害の死傷者数は、リーマンショックの翌年の平成21年は9,101
人と最少を記録しましたが、平成22年から3年連続で増加しました。
　死傷者数は平成25年に一旦減少しましたが、平成26年は増加に転じ、前年と
比較して114人（1.2％）増加し、9,753人でした。
　また、死亡者数についても死傷者数と同様に平成22年から増加しましたが、
一旦減少したものの、平成26年は前年より20人（37.0％）増加し、74人と
なりました。

労働災害による死傷者数の推移（休業4日以上）
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〈資料〉死亡災害データ

（注）1 運輸業：運輸交通業及び貨物取扱業
（注）2 比率の合計は、小数点第二位を四捨五入しているため、100％とならないことがある（以下同じ）。
※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（5人）を含んだ数

2 業種別死亡災害発生状況の推移
─ 死亡災害の50％は建設業で発生、

第三次産業も高い割合を占める ─
　平成26年の死亡災害74人を業種別にみると、建設業は前年と比較して11人
増加の37人となりました。建設業が全業種に占める割合は、50.0％と高い割
合を占めています。
　また、第三次産業（運輸業を除き、商業、接客娯楽業、清掃・と畜業及びその
他の第三次産業の合計）の割合も25.7％と高くなっています。

業種別死亡災害発生状況の推移

過去10年間の業種別
死亡災害発生状況
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〈資料〉死亡災害データ※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（5人）を含んだ数

3 事故の型別死亡災害発生状況の推移
─ 「墜落、転落」がトップ ─

　平成26年の死亡災害74人を事故の型別にみると、その他を除いて「墜落、転
落」が21人で最も多く、全体の28.4％を占めています。次いで、「交通事故（道
路）」が10人で13.5％、「はさまれ、巻き込まれ」が6人で8.1％を占めています。

事故の型別死亡災害発生状況の推移

過去10年間の事故の型別
死亡災害発生状況
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平成17年
9,909人

平成18年
10,078人

平成19年
10,008人

平成20年
10,141人

平成21年
9,101人

その他830人（0.9%）

建設業
15,812人
（16.3%）

建設業
15,812人
（16.3%）

全産業
97,274人

　製造業
　　9,536人
　　（9.8%）

運輸業
17,335人
（17.8%）

運輸業
17,335人
（17.8%）

第三次産業
53,761人
（55.3%）

1,8651,865 1,2401,6931,693 5,036 7575

1,8661,866 1,1771,7391,739 5,206 9090

1,8791,879 1,1051,6721,672 5,256 9696

1,6891,689 1,1191,8781,878 5,388 6767

1,3321,332 8971,7231,723 5,075 7474

平成22年
9,326人

平成23年
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平成25年
9,639人

平成24年
9,782人

1,3391,339

14.4%

14.6% 9.9%18.9% 55.8% 0.8%

16.7% 11.0%18.5% 53.1% 0.7%

18.8%

18.5%

18.8% 12.5%17.1% 50.8% 0.8%

11.7%17.3% 51.7% 0.9%

11.0%16.7% 52.5% 1.0%

9.3%18.2% 57.1% 1.1%

15.1% 8.9%17.5% 57.5% 1.0%

8651,6941,694 5,328 100100

1,4391,439 8471,6721,672 5,481 9898

14.6% 8.3%17.5% 58.8% 0.8%

1,4291,429 8101,7141,714 5,751 7878

運輸業 製造業建設業 その他
（第一次産業）

第三次
産業

15.3% 7.8%18.7% 57.5% 0.8%

1,4721,472 7501,8001,800 5,541 7676

平成26年
9,753人

15.4% 7.4%17.9% 58.4% 0.8%

1,5021,502 7261,7501,750 5,699 7676

〈資料〉労働者死傷病報告

（注）1.製造業には電気・ガス・水道・熱供給業を含む。			 
　  　2.運輸業は運輸交通業及び貨物取扱業の計。
　  　3.第三次産業には労災非適業務を含む。
　  　4.その他は鉱業、農林業及び畜産・水産業の計。
※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（55人）を含んだ数（以下同じ）

4 業種別死傷災害発生状況の推移
─ 第三次産業の発生件数がトップ ─

　平成26年の休業4日以上の死傷者数は、第三次産業が58.4％を占め最も多く、
次いで運輸業が17.9％を占めています。
　過去10年間でみると、建設業及び製造業の割合は低下傾向にある一方、運輸
業の割合は高止まりの傾向にあり、第三次産業の割合はほぼ毎年上昇し続けてい
ます。

業種別死傷災害発生状況の推移

過去10年間の業種別
労働災害発生状況
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（注）運輸業（運輸交通業・貨物取扱業）
〈資料〉労働者死傷病報告

（注）1.製造業には電気・ガス・水道・熱供給業を含む。			 
　  　2.運輸業は運輸交通業及び貨物取扱業の計。
　  　3.第三次産業には労災非適業務を含む。
　  　4.その他は鉱業、農林業及び畜産・水産業の計。

（注）その他の事業は全産業から製造業、建設業、運輸業を除いたもの。

転倒
2,244人
（23.0%）

転倒
137人
（9.1%）

転倒
1,714人
（29.7%）

転倒
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（16.0%）
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273人

（15.6%）

はさまれ、
巻き込まれ
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（30.4%）

その他
1,093人
（11.2%）

その他
201人

（13.4%）

その他
623人

（10.8%）

その他
70人

（8.2%）

その他
197人

（11.3%）

その他
72人

（9.9%）

激突
480人
（4.9%）

飛来、落下
406人
（4.2%）

飛来、落下
55人

（6.4%）

激突
276人（4.8%）

飛来、落下
165人（2.9%）

飛来、落下
63人（3.6%）

飛来、落下  
138人
（9.2%）

飛来、落下
40人（5.5%）

激突
33人（4.5%）

墜落、転落
1,703人
（17.5%）

動作の反動、
無理な動作
1,417人
（14.5%）

墜落、転落
515人

（34.3%）

墜落、転落
292人

（16.7%）

墜落、転落
826人

（14.3%）

墜落、転落
238人

（27.7%）

交通事故（道路）
425人（7.4%）
交通事故（道路）
425人（7.4%）

交通事故（道路）
406人

（23.2%）

交通事故（道路）
406人

（23.2%）

墜落、転落
70人（9.6%）

転倒
120人（16.5%）

交通事故（道路）
890人（9.1%）
交通事故（道路）
890人（9.1%）

切れ、こすれ
625人（6.4%）

切れ、こすれ
128人
（8.5%）

激突
56人（6.5%）

切れ、こすれ
10人（1.2%）

切れ、こすれ
389人（6.7%）

切れ、こすれ
24人（1.4%）

切れ、こすれ
84人

（11.6%）

動作の反動、
無理な動作
92人（6.1%）

動作の反動、
無理な動作
1,001人
（17.3%）

動作の反動、
無理な動作
140人

（16.3%）

動作の反動、
無理な動作
245人

（14.0%）

動作の反動、
無理な動作
　79人
（10.9%）

はさまれ、
巻き込まれ 
895人
     （9.2%）

はさまれ、
巻き込まれ 
166人

（11.1%）

はさまれ、
巻き込まれ
356人（6.2%） 

はさまれ、
巻き込まれ
152人（8.7%） 

はさまれ、
巻き込まれ
108人

（12.6%） 

交通事故（道路）
7人（1.0%）

交通事故
（道路）
52人（3.5%）

激突
73人（4.9%） 激突

98人（5.6%）

交通事故
（道路）
44人（5.1%）

全産業
9,753人

建設業
1,502人

運輸業
1,750人

その他の
事業
5,775人

運輸業のうち
道路貨物運送業
858人

製造業
726人

5 業種別・事故の型別・起因物別
死傷災害発生状況
─ 業種によって異なる死傷災害のパターン ─

　平成26年の休業4日以上の死傷災害を「事故の型」と「起因物」に分類すると、
業種によって特徴のある災害パターンを示しています。

（1）業種別・事故の型別（平成26年）
　事故の型別にみると、製造業では「はさまれ、巻き込まれ」、建設業では「墜落、転落」、運輸
業では「交通事故（道路）」、その他の事業では「転倒」がそれぞれ高い割合を示しています。
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物上げ装置、
運搬機械
1,777人
（18.2%）

  物上げ装置、
 運搬機械
76人

（10.5%）

物上げ装置、
運搬機械
151人

（10.1%）

物上げ装置、
運搬機械
710人

（12.3%）
物上げ装置、
運搬機械
322人

（37.5%）

物上げ装置、
運搬機械
840人

（48.0%）

その他
1,012人
（10.4%）

その他
34人（2.3%）

その他
837人

（14.5%）

その他
36人（4.2%）

その他
106人（6.1%）

その他
35人（4.8%）環境等

381人
（3.9%）

環境等
69人（4.6%）

環境等
261人（4.5%）

環境等
18人（2.1%）

環境等
44人（2.5%）

環境等
7人（1.0%）

動力機械
611人
（6.3%）

動力機械
232人

（32.0%）

動力機械
223人

（14.8%）

動力機械
148人
（2.6%）

動力機械
5人（0.6%）

動力機械
8人

（0.5%）

その他の装置等
1,934人
（19.8%）

その他の装置等
126人

（17.4%）

その他の装置等
297人

（19.8%）

その他の装置等
1,315人
（22.8%）

その他の装置等
121人

（14.1%）

その他の装置等
196人

（11.2%）

仮設物、建築物、
構築物等
2,736人
（28.1%）

仮設物、建築物、
構築物等
126人

（17.4%）

仮設物、建築物、
構築物等
447人

（29.8%）

仮設物、建築物、
構築物等
1,846人
（32.0%）

仮設物、建築物、
構築物等
180人

（21.0%）

仮設物、建築物、
構築物等
317人

（18.1%）

荷
679人（7.0%）

56 7.7
荷

56人（7.7%）

荷
51人（3.4%）

荷
391人（6.8%）

荷
134人（15.6%）

荷
181人（10.3%）

物質、材料
623人（6.4%）

物質、材料   
68人

（9.4%）

物質、材料
230人（15.3%）

物質、材料
267人（4.6%）

物質、材料
42人（4.9%）

物質、材料
58人（3.3%）

全産業
9,753人

建設業
1,502人

運輸業
1,750人

その他の
事業
5,775人

運輸業のうち
道路貨物運送業
858人

製造業
726人

（2）業種別・起因物別（平成26年）
　起因物別にみると、製造業では「動力機械」（食品加工用機械など）、建設業では「仮設物、建
築物、構築物等」（足場など）、運輸業では「物上げ装置、運搬機械」（トラックなど）、その他の
事業では「仮設物、建築物、構築物等」（階段など）がそれぞれ高い割合を示しています。

（注）運輸業（運輸交通業及び貨物取扱業）
〈資料〉労働者死傷病報告
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墜落、
転落転倒 はさまれ、

巻き込まれ
動作の反動、
無理な動作

切れ、
こすれ

交通事故
（道路） 激突

飛来、
落下
その他

平成17年
9,909人

平成18年
10,078人

平成19年
10,008人

平成20年
10,141人

平成21年
9,101人

平成22年
9,326人

平成23年
9,537人

平成25年
9,639人

平成26年
9,753人

平成24年
9,782人

1,816 1,880 1,282 829 420 515 1,1851,199 783783

18.3% 19.0% 12.9% 12.1% 7.9% 8.4% 4.2% 5.2% 12.0%

2,003 1,930 1,368 769 475 546 1,0011,208 778778

19.9% 19.2% 13.6% 12.0% 7.7% 7.6% 4.7% 5.4% 9.9%

1,977 1,952 1,441 741 474 507 1,1281,045 743743

19.8% 19.5% 14.4% 10.4% 7.4% 7.4% 4.7% 5.1% 11.3%

2,051 1,868 1,448 765 521 494 1,0941,146 754754

20.2% 18.4% 14.3% 11.3% 7.4% 7.5% 5.1% 4.9% 10.8%

20.7% 17.6% 15.3% 10.5% 7.1% 8.0% 5.2% 4.8%10.9%

2,006 1,666 1,443 734 477 417 1,012905 666666

21.5% 17.9% 15.5% 9.7% 7.1% 7.9%5.1%4.5% 10.9%

2,104 1,690 1,402 847 441 469 1,052896 636636

22.1% 17.7% 14.7% 9.4% 6.7% 8.9% 4.6%4.9% 11.0%

2,125 1,644 1,417 862 541 455 1,017913 665665

22.0% 17.1% 14.7% 9.5% 6.9% 8.9% 5.6% 4.7% 10.6%

2,244 1,703 1,417 890 480 406 1,093895 625625

23.0% 17.5% 14.5% 9.2% 6.4% 9.1% 4.9% 4.2% 11.2%

2,202 1,659 1,488 794 495 473 1,030922 719719

22.5% 17.0% 15.2% 9.4% 7.4% 8.1% 5.1% 4.8%10.5%

転倒
20,410人
（21.0%）

その他
10,601人
（10.9%）

激突
4,794人
（4.9%）

飛来、落下
4,723人
（4.9%）

墜落、転落
17,594人
（18.1%）

動作の反動、
無理な動作
14,094人
（14.5%）

交通事故（道路）
7,958人（8.2%）
交通事故（道路）
7,958人（8.2%）

切れ、こすれ
7,018人（7.2%）
切れ、こすれ
7,018人（7.2%） はさまれ、

巻き込まれ 
10,082人
     （10.4%）

全産業
97,274人

1,882 1,602 1,388 727 470 441 989953 649649

〈資料〉労働者死傷病報告

6 事故の型別死傷災害発生状況の推移
─ 依然として多い「転倒」、「墜落、転落」 ─

　事故の型別にみると、「転倒」による死傷災害が平成18年からトップとなり、
死傷災害全体に占める割合も高く、平成26年は「転倒」による死傷災害が
2,244人となり、過去10年間で最も多くなりました。

事故の型別死傷災害発生状況の推移

過去10年間の事故の型別
死傷災害発生状況
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381 365 401 447 498 521508 517 538
586 507 569

630 610 656 686 693
627

1,066 1,109 1,110 1,142
1,043

1,104

5,036
5,206 5,256

5,388
5,075

5,328

小売業

■ 転倒　■ 動作の反動、無理な動作　■ 墜落、転落　■ 交通事故（道路）

飲食店 社会福祉施設 第三次産業合計ビルメンテナンス業

17年 18年 19年 20年 21年 22年

548

560
625

1,154

5,481

23年 25年24年

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

（人）

（人）

731 758

1,391

866

479

788

1,379

917

442

781

1,421

925

427

736

1,387

889

335

743

960

389

1,506

811

974

400

1,543

719

980

423

1,607

平成25年

774

985

415

1,656

1,263

775

491

0

500

1,000

1,500

2,000

6,000

5,000

4,000

1,000

500

0

1,187

5,541
5,6995,751

560

595

741

1,110
1,180

546

609
637

562

644

713

平成23年 平成24年

26年

平成26年

793

997

425

1,706

平成17年

（注）第三次産業には、電気・ガス・水道業、運輸交通業及び貨物取扱業を含まない。
〈資料〉労働者死傷病報告

7 第三次産業における死傷災害発生状況

　平成26年の第三次産業における休業4日以上の死傷者数は5,699人で、前年
と比較すると158人（2.9％）増加しました。第三次産業の中では、小売業、
飲食店、社会福祉施設、ビルメンテナンス業の順に多く、この4業種で第三次産
業全体の54.4％を占めています。

第三次産業における死傷災害発生状況

第三次産業死傷災害の「事故の型」別推移
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墜落、転落
44人（6.2%）

その他
80人

（11.2%）

転倒
171人

（24.0%）交通事故（道路）
25人（3.5%）

動作の反動、無理な動作
65人（9.1%）

切れ、こすれ
173人

（24.3%）

高温・低温物
との接触
117人

（16.4%）
はさまれ、
巻き込まれ
38人（5.3%） 

飲食店
713件

墜落、転落
138人

（24.6%）

その他
68人

（12.1%）

転倒
238人

（42.3%）

交通事故（道路）
13人（2.3%）

切れ、こすれ
12人（2.1%）

動作の反動、
無理な動作
62人（11.0%）

はさまれ、
巻き込まれ 
27人（4.8%）

高温・低温物
との接触
4人（0.7%）

墜落、転落
42人（6.5%）

その他
95人

（14.8%）

高温・低温物との接触
7人（1.1%）

転倒
189人

（29.3%）

交通事故（道路）
55人（8.5%）

切れ、こすれ
17人（2.6%）

動作の反動、
無理な動作
225人

（34.9%）
はさまれ、
巻き込まれ
14人（2.2%） 

社会福祉
施設
644件

墜落、転落
793人

（13.9%）

その他
857人

（15.0%）

高温・低温物との接触
191人（3.4%）

転倒
1,706人
（29.9%）

交通事故（道路）
425人（7.5%）

切れ、こすれ
377人（6.6%）

動作の反動、
無理な動作
997人

（17.5%）

はさまれ、巻き込まれ
353人（6.2%） 

第三次
産業全体
5,699人

ビル
メンテナンス業
562件

墜落、転落
145人

（12.3%）

その他
185人

（15.7%）

高温・低温物との接触
25人（2.1%）

はさまれ、巻き込まれ 
80人（6.8%）

転倒
357人

（30.3%）

交通事故（道路）
94人（8.0%）

切れ、こすれ
101人（8.6%）

動作の反動、
無理な動作
193人

（16.4%）

小売業
1,180件

　平成26年の第三次産業における休業4日以上の死傷災害のうち、最も多い転
倒災害の割合（29.9％）を業種別にみると、小売業で30.3％、飲食店で24.0％、
社会福祉施設で29.3％、ビルメンテナンス業で42.3％を占めています。
　また、飲食店では「切れ、こすれ」が24.3％を占め、社会福祉施設では「動
作の反動、無理な動作」が34.9％を占めています。

8 第三次産業における業種別・
事故の型別死傷災害発生状況
─ 転倒災害の多い第三次産業 ─
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土木工事
39人

（27.8%）

その他の
建設工事
19人

（13.6%）

140人

建築工事
82人

（58.6%）

有害物との接触
6人（4.3%）

140人
墜落、転落
65人（46.4%）

飛来、落下
12人

（8.6%）

崩壊、倒壊
12人（8.6%）

激突され
7人（5.0%）

おぼれ
6人（4.3%）

はさまれ、
巻き込まれ
14人（10.0%）

交通事故 
8人（5.7%）

転倒
4人（2.8%）

その他
6人（4.3%）

140人
動力機械

17人（12.1%）

物上げ装置、
運搬機械
25人

（18.0%）

その他の装置等
16人（11.4%）

物質、材料
10人（7.1%）

環境等
6人（4.3%）

その他 
3人 （2.1%）

仮設物、建築物、
構築物等
63人

（45.0%）

工事別発生状況

事故の型別発生状況 起因物別発生状況

　建設業における過去5年間の工事別死亡災害発生状況をみると、「建築工事」が
82人（58.6％）と半数以上を占めており、事故の型別では「墜落、転落」が65人

（46.4％）と最も多く、起因物別では「仮設物、建築物、構築物等」が63人（45.0
％）と最も多くなっています。
　墜落の高さ別にみると、「５～10ｍ未満」が25人と最も多く、また、２ｍ未満の
高さからの墜落死亡者数も7人となっています。
　起因物となった「仮設物、建築物、構築物等」の内訳をみると、「足場」が21人

（33.3％）と最も多く、次いで「建築物、構築物」17人（27.0％）、「屋根、はり等」
10人（15.9％）、「階段、さん橋」７人（11.1％）の順となっています。

　年齢別にみると、50歳代以上が65人で
全体の半数近くを占めています。
　経験年数別にみると、10年以上の経験
を持つ者が82人（58.5％）となっていま
す。一方、１年未満の経験の浅い者の被災
者数は11人となっています。
　災害発生時刻別にみると、「10時台、
14時台」に山ができています。

9 建設業における
過去５年間の死亡災害発生状況
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２～５m未満
14人

（21.5%）

２～５m未満
14人

（21.5%）

２m未満
7人

（10.8%）

20m以上
6人

（9.2%）

20m以上
6人

（9.2%）

10～20m未満
13人（20.0%）

５～10m未満
25人

（38.5%）

65人

足場
21人（33.3%）

作業床、歩み板
2人（3.2%）

建築物、構築物
17人

（27.0%）

建築物、構築物
17人

（27.0%）

屋根、はり、もや、
けた、合掌
10人

（15.9%）

その他
2人（3.2%）

63人

開口部
4人（6.3%）
開口部

4人（6.3%）

階段、さん橋
7人（11.1%）
階段、さん橋
7人（11.1%）

30歳代
27人

（19.3%）

20歳代
21人
（15.0%）

20歳代
21人
（15.0%）

40歳代
23人

（16.4%）

50歳代
26人

（18.6%）

50歳代
26人

（18.6%）

60歳代
36人

（25.7%）

20歳未満
4人（2.9%）70歳以上

3人（2.1%）

140人

１～５年未満
32人

（22.9%）

１～５年未満
32人

（22.9%）

１年未満
11人（7.9%）

30年以上
31人

（22.1%）

20～30年未満
22人

（15.7%）

20～30年未満
22人

（15.7%）

10～20年未満
29人

（20.7%）

５～10年未満
15人

（10.7%）

140人

（人）
20

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

1 11
2 2

00

7

4
5

13

19

14

4

14
15

13
14

3
4

0

2 2

0

0時台 23時台1時台 2時台 3時台 4時台 5時台 6時台 7時台 8時台 9時台 10時台 11時台 12時台 13時台 14時台 15時台 16時台 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台

墜落の高さ別発生状況

年齢別発生状況

時刻別

経験年数別発生状況

仮設物、建築物、構築物別発生状況
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〈資料〉労働者死傷病報告

〈資料〉労働災害動向調査

10 事業場規模別度数率・死傷者数の比較
─ 中小企業で高い労働災害発生率 ─

　労働災害動向調査による全国の規模別の度数率をみると、調査産業計、製造業
ともに規模が小さくなるに従って度数率は高くなっており、製造業では労働者数
30～49人規模の事業場の度数率は、労働者数1,000人以上規模の事業場の約
13倍となっています。

事業場規模別度数率（平成25年）（全国）

事業場規模別死傷者数（休業4日以上）（平成26年）（東京）

度数率とは、 ×1,000,000
労働災害による死傷者数（休業1日以上）

延べ実労働時間数

規模100人～299人

規模50人～99人

規模30人～49人
3.13

2.89

2.68

2.29

2.10

1.44

1.52

1.02

1.00

0.57

0.49

0.22
規模1,000人以上

0 1 2 3 度数率

調査産業計

製造業

規模300人～499人

規模500人～999人

300人
以上
1,404人
（14.4%）

100～299人
1,740人
（17.8%）

100～299人
1,740人
（17.8%）

50～99人
1,111人
（11.4%） 30～49人

1,206人
（12.4%）

10～29人
2,140人
（21.9%）

1～9人
2,152人
（22.1%）

9,753人
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11 平成26年死亡災害事例（抜粋）

製造業死亡災害事例

　東京労働局ホームページにて、平成26年に発生したすべての死亡災害事例を、
掲載しています。

建設業死亡災害事例

月 業種
職種 事故の型

発生状況の概要年齢
起因物経験

1月 その他の
建設業

作業者・技能者 飛来、落下 被災者は、現場内の地下において、機械式立体駐車設
備（３層）の下段パレット（車を乗せる台）上で停止
位置の確認作業をしていたところ、頭上から落下して
きた上段パレット（車を乗せる台、約900ｋｇ）に押
しつぶされ、死亡した。

60歳代
その他の装置、

設備10年以上20年未満

3月 土木工事業

作業者・技能者 おぼれ 港湾係留施設築造工事の現場において、中央桟橋を台
船から引き出す作業中に中央桟橋が転覆し、中央桟橋
上にいた被災者が海に落ちおぼれた。30歳代

階段、さん橋1年以上5年未満

5月 建築工事業

とび工 墜落、転落 住宅の屋根吹き替え工事現場で、外部足場の落下防止
シートを設置していた被災者が墜落し、死亡した。被
災者は保護帽と安全帯を着用していたが、保護帽は被
災時に破損していた。

60歳代
足場30年以上

9月 建築工事業

解体工 墜落、転落 金属加工工場解体工事現場で建物のスレート屋根解体
作業中、スレート屋根上を移動していた３次下請業者
所属の被災者がスレートを踏み抜き、コンクリート床
面まで約８メートル墜落して死亡した。

40歳代
屋根、はり、もや、
けた、合掌10年以上20年未満

10月 建築工事業

大工 墜落、転落 工場建屋屋根張替え工事現場で、屋根上で屋根材の張
替え作業を行っていた被災者が、屋根の下地材である
木毛板を踏み抜き、１２ｍ下の建屋内床に墜落し、死
亡した。　

60歳代
屋根、はり、もや、
けた、合掌10年以上20年未満

月 業種
職種 事故の型

発生状況の概要年齢
起因物経験

5月 金属製品
製造業

管理者 爆発
マグネシウム合金製のノートパソコン用筐体を加工す
る作業場で、作業員が産業用ロボットのコントローラ
に作業数読み取り装置をはんだ付けで取付け後、主電
源を入れたところ発火した。作業員が消火用の砂をか
けたが、火が広がり爆発が起きた。爆発による火災で
工場長がやけどを負い、病院で治療後死亡した。

40歳代
その他の装置、

設備20年以上30年未満

7月 輸送用機械
器具製造業

作業者・技能者 爆発
台船上でフロート内部を吹き付け塗装中、引火性の物
の蒸気ガスが爆発した。フロート内部にいた被災者が、
その爆発により台船上に約１０ｍメートル飛ばされ死
亡し、フロート上にいた別の作業者が火傷を負った。30歳代

引火性の物10年以上20年未満
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運輸業死亡災害事例

第三次産業死亡災害事例

月 業種
職種 事故の型

発生状況の概要年齢
起因物経験

1月 その他の
事業

技術者 その他
被災者は自宅で縊死した。被災者が縊死に至った背景
として、業務量の増加、トラブル対応等に伴い、急激
な時間外労働の増加等の心理的負荷のかかっていた状
況が認められた。　50歳代

起因物なし30年以上

4月 その他の
事業

管理者 その他
被災者は取引先との会議出席後、執務室入り口で倒れ
ているのを同僚に発見され、救急搬送されたが、翌日
死亡した。被災者は新会社設立準備等の担当となり、
長時間労働を行ったことを原因としてくも膜下出血を
発症したものであった。

40歳代

起因物なし20年以上30年未満

9月 社会福祉
施設

作業者・技能者 転倒
被災者は訪問介護のサービスのため、利用者宅の台所
で昼食の準備をしていた時、足を滑らせ後ろに転倒し
頭部を打った。被災者は帰宅後、頭痛が悪化したため、
救急車で搬送されたが、その後死亡した。70歳以上

起因物なし10年以上20年未満

11月 清掃と畜業

作業者・技能者 はさまれ、巻き
込まれ

古タイヤの粉砕を行う作業場で被災者は、運転中の粉
砕機のブレード部分に挟まったタイヤを取り除くた
め、手すりから身を乗り出して足で押し出そうとして
いたところ、粉砕機に巻き込まれた。40歳代

混合機、粉砕機1年未満

11月 清掃と畜業

清掃員 墜落、転落
被災者は11階建てのビルの屋上から吊ったブランコ
上でビルの外窓を清掃中に、ブランコのメインロープ
をかけていたグレーチングが建物から外れたため、ブ
ランコごと墜落した。30歳代

建築物、構築物5年以上10年未満

月 業種
職種 事故の型

発生状況の概要年齢
起因物経験

6月 道路貨物
運送業

運転者 はさまれ、
巻き込まれ

被災者は納品後、入門証を返却するためスロープにト
ラックを停め、トラックから下車し守衛所に向かった
際、トラックが動き出し車とフェンスの間に挟まれ死
亡した。50歳代

トラック30年以上

12月 道路貨物
運送業

作業者・技能者 墜落、転落
被災者は構内のプラットホーム上で、フォークリフト
を使用してパレットの整理をしていたところ、フォー
クリフトとともにプラットホーム下に墜落し、横倒し
になったフォークリフトの下敷きとなった。60歳代

フォークリフト1年以上5年未満
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12 過去５年間の項目別有所見率等の推移
─ 有所見率が半数を超えている定期健康診断 ─

　定期健康診断実施状況を見ると、何らかの所見のある割合が年々高くなってお
り、健康診断項目別に見ると、血圧、血中脂質の有所見率が高くなっています。
東京局においては血中脂質、血糖値の項目が上昇傾向にあります。

定期健康診断検査項目別有所見率（全国）

定期健康診断検査項目別有所見率（東京）
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13 業務上疾病発生状況の推移
─ 増加傾向の業務上疾病 ─

　平成26年の東京労働局管内の業務上疾病（死亡及び休業4日以上。以下同じ）
の発生件数は、前年に比べ3.2％減少となりましたが、災害性の腰痛は前年に比
べ2.6％増加しており、業務上疾病全体の61.2％（全国55.5%）と依然として
高い比率を占めています。

業務上疾病発生状況の推移
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　平成26年の一酸化炭素中毒の発生件数は、平成25年から減少に転じ、前年と比較して2
件減少し3件でした。また、死亡者数は、前年と比較して2件減少し0件となりました。

　東京労働局管内の業務上疾病の発生状況を業種別に見ると、保健衛生業、商業・金融・広
告業、運輸交通業に多く発生しています。

「負傷に起因する疾病」の多くは、「災害性腰痛」で占められています。

平成26年　業種別・疾病別発生状況

一酸化炭素中毒による労働災害の推移
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熱中症の発生状況の推移
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（2）脳血管疾患及び心臓疾患の労災補償状況【東京】

注１：本グラフは、労働基準法施行規則別表第１の２「業務に起因することの明らかな疾病」第８号に係る脳血管疾患
　　　及び心臓疾患について集計したものである。
注２：認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

注：認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

平成25 平成26

平成25

14 脳・心臓疾患、精神障害の労災認定件数の推移

　近年、長時間労働やストレスなどによる過重労働が原因となって、脳血管疾患
や心臓疾患、うつ病などの精神障害を引き起こすケース（「過労死」や「過労自殺」
ともいわれます。）が多くみられます。

1．脳・心臓疾患の労災補償状況
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2．精神障害の労災補償状況

請求件数
認定件数（件）
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注１：本グラフは、労働基準法施行規則別表第１の２第９号に係る
　　　精神障害について集計したものである。
注２：認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

※（　）内はうち自殺件数
　（未遂も含む）
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注：認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。 ※（　）内はうち自殺件数
　（未遂も含む）
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15 東京の労働衛生関係災害発生事例（平成26年）

化学物質による中毒等
発生月 事業の種類 原因物質等 災害のあらまし

２月 土木工事業 鉛
道路補修工事において、塗装作業を行うためのケレン作業を行っていたところ、旧塗膜下地の鉛丹粉じ
んを吸い込み作業者が激しい腹痛、足のしびれを起こし、病院で診断を受けたところ鉛中毒と診断され
たもの。

９月 設備工事業 トルエン
防火貯水槽設置工事において、塗装工が新設タンク（貯水槽）内にて、有機溶剤等の吹付による仕上げ
作業を行っていたところ、作業開始からおよそ３０分ほどでタンク内で動けなくなっているのを他の作
業員に発見されたもの。

１１月 土木工事業 一酸化炭素
道路補修工事において、つり足場内で作業者が剥離剤塗布作業及び養生作業を行っていた時、環境保全
のため使用していた負圧除じん機用の発電機の排気に含まれる一酸化炭素が原因と思われる一酸化炭素
中毒を発症したもの。

熱中症
発生月 事業の種類 傷病名 災害のあらまし

６月 建築工事業 熱中症 ３階床スラブ上にてコンクリート打設の合番作業中、暑さにより熱中症になった。

７月 小売業 熱中症 屋内外に設置された飲料自動販売機のルートセールス中、体調が悪くなり熱中症と診断された。

７月 出版業 熱中症 セミナーを開催していた会場にて什器の設置作業中、人員不足で休憩を取らなかった結果、熱疲労の症
状となった。

７月 倉庫業 熱中症 倉庫内にて荷の運搬作業中、体調が悪くなり熱中症と診断された。

７月 土木工事業 熱中症 広場整備工事現場にて土木作業後の片付け中、気分が悪くなり熱中症による腎不全と診断された。

８月 建築工事業 熱中症 外構作業中、体調が悪くなり高熱があったにもかかわらず勤務を続け、その後熱中症と診断された。

腰痛
発生月 事業の種類 傷病名 災害のあらまし

４月 社会福祉施設 腰痛 要介助者をベッドより車いすへの移乗解除を行っている際に、腰部への負担が過度にかかり痛みが生じ、
その後歩行困難となった。

９月 飲食業 腰痛 店舗で大きな容器に水と氷を張り瓶飲料を１０本程度入れ持ち上げたところ、強く腰を痛めた。

１２月 運送業 腰痛 トラックの鳥居部に作業者単独でシートを盛り上げようとしたところ、シートが水分を含み重くなって
いたため腰部を痛めた。

感染症等その他
発生月 事業の種類 傷病名 災害のあらまし

２月 保健衛生業 C型肝炎 医院の処置室にて、C型肝炎の患者に注射を行った際に、使用した注射針を誤って自分の指に刺してし
まった。

４月 その他の事業 デング熱 業務打合せのため海外出張し、帰国後高熱、吐き気、頭痛等の症状が生じたため、病院で診察を受けた
ところ、デング熱との診断を受け入院した。

６月 社会福祉施設 疥癬 施設利用者の入浴、着脱、排泄等の身体介護を行っていた職員が、全身にかゆみ、あせものような症状
を発疹し、その後疥癬との診断を受けた。
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16 産業保健活動総合支援事業のご案内

　平成26年4月から、産業保健を支援する3つの事業（地域産業保健事業、産業保健推進センター事業、
メンタルヘルス対策支援事業）が一元化され、「産業保健活動総合支援事業」として、事業場の産業保健
活動を総合的に支援しています。
　独立行政法人労働者健康福祉機構が実施主体となり、地域の医師会などの協力のもと産業保健総合支援
センターとして事業を運営し、労働者のからだと心の一体的な健康管理や作業環境管理、作業管理などを
含めた総合的な労働衛生管理の進め方についての相談などを一元的に受け付けるなど、企業内での産業保
健活動への総合的な支援を行っております。

※地域窓口（地域産業保健センター）の所在地、連絡先は、東京産業保健総合支援センターホームページをご覧下さい。
http://www.sanpo-tokyo.jp/region.html

※職場におけるメンタルヘルス対策の導入に係る支援のご要望については、東京産業保健総合支援センターの専門スタッ
フが対応いたします。また、今年度よりストレスチェック制度導入に係る支援も行います。支援については、50名未
満の事業場についても対応していますので、東京産業保健総合支援センターにお気軽にご相談ください。

2015.9

※�平成27年12月１日から施行されるストレスチェック制度に向けて、産業医向けの研修会を実施してい
ます。詳細は下記ＨＰでご確認ください。

※東京産業保健総合支援センター
	 〒102−0075   東京都千代田区三番町6−14     日本生命三番町ビル3F
	 （TEL） 03−5211−4480     （ホームページ）  　http：//www.sanpo−tokyo.jp

産業保健総合支援センター

地域窓口（地域産業保健センター）　

事業者や産業保健スタッフなどを対象に、専門的な相談への対応や研修などを行います。
 産業保健関係者からの専門的な相談への対応　
 産業保健スタッフへの研修
 メンタルへルス対策の普及促進のための個別訪問支援
 管理監督者向けメンタルへルス教育　
 事業者・労働者に対する啓発セミナー　
 産業保健に関する情報提供

都内の18労働基準監督署（支署）管轄区域毎に設置
労働者数50人未満の事業場を対象に、相談などへの対応を行います。
 相談対応　
　　・メンタルヘルスを含む労働者の健康管理についての相談
　　・健康診断の結果についての医師からの意見聴取　
　　・�長時間労働者に対する面接指導（ストレスチェック結果に基づく面接指導にも�

対応します　平成27年12月1日以降）
 個別訪問指導（医師などによる職場巡視など）　
 産業保健に関する情報提供
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